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平成２８年６月１７日 

 

経済産業大臣 林  幹 雄  様 

 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

  米 子 市 長  野 坂 康 夫 

 

 

 

  境 港 市 長  中 村 勝 治 

 

 

 

中国電力株式会社の島根原子力発電所２号機の原子炉設置変更許可申請（特

定重大事故等対処施設及び所内常設直流電源（３系統目）の設置）の動きを

踏まえた要望について（送付） 

 

鳥取県における原子力防災行政について、日頃御協力をいただき、厚くお礼を申し上

げます。 

さて、平成２８年４月２８日に、中国電力株式会社から、鳥取県、米子市、境港市及

び中国電力が締結している「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関する協

定」に基づく標記の事前報告を受け、６月１７日にこれに対する意見を提出したところ

です。また、この２号機の新規制基準適合性確認申請においては、平成２５年１２月１

８日付第２０１３００１４８７４６号により、貴省に要望を行ってきたところです。 

ついては、今回、貴省に対して、万が一原子力災害が発生した場合には大きな影響が

及び得るという周辺地域の不安を勘案し、適切に対処されるよう、中国電力株式会社の

今回の申請に対しても、引き続き適切に対応するように強く要望します。また、中国電

力株式会社に対応を求める事項として、別紙のとおり意見を付しています。 

なお、鳥取県、米子市及び境港市は、事前報告に関しては、今回最終的な意見を留保

し、事前報告の可否に関する最終的な意見は、今後、原子力規制委員会の詳細な審査の

後、同委員会及び中国電力株式会社から審査結果について説明を受け、議会、県原子力

安全顧問、原子力安全対策合同会議の意見を聞き、県、米子市及び境港市で協議の上で

提出することとします。  

（写）



 

 

別紙 

 

中国電力株式会社に対応を求める事項 

 

 

特定重大事故等対処施設等の設置については、平成２５年１２月の２号機に係る事前

報告時の回答に則り、引き続き適切に対応すること。 

なお、基準地震動の策定にあたっては、最新の知見を反映させた適切な対応を行うこ

と。 



 

 

第 201300 14874 6 号 

平成２５年１２月１８日 

 

 

経済産業大臣 茂 木 敏 充  様 

 

 

 

  鳥取県知事  平 井 伸 治 

 

 

 

  米 子 市 長  野 坂 康 夫 

 

 

 

  境 港 市 長  中 村 勝 治 

 

 

 

 

中国電力株式会社の島根原子力発電所２号機に関する新規制基準適合性確

認申請の動きを踏まえた要望について（送付） 

 

鳥取県における原子力防災行政について、日頃御協力をいただき、厚くお礼を申し上

げます。 

さて、１１月２１日に、中国電力株式会社から、鳥取県、米子市、境港市及び中国電

力と締結している「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定」に基

づき、新規制基準適合性確認申請の事前報告を受け、１２月１７日にこれに対する意見

を提出したところです。 

ついては、今回貴省に対し、万が一原子力災害が発生した場合には大きな影響が及び

得るという周辺地域の不安を勘案し適切に対処されるよう、別紙１のとおり強く要望し

ます。 

なお、鳥取県では、県議会、米子市及び境港市と協議を行い、事前報告の可否に関し

ては、今回最終的な意見を留保し、当該事項に関する最終的な意見は、原子力規制委員

会及び中国電力株式会社から審査結果について説明を受け、県議会、県原子力防災専門

家会議、米子市及び境港市の意見を聞いた上で提出することとしました。また、中国電

力株式会社に対応を求める事項として、別紙２のとおり汚染水対策を適切に実施するこ

となど７項目の意見を付しています。 

 

（写）



 

 

別紙１ 

経済産業省への要望 

 

＜原子力発電所の汚染水対策について＞ 

 

【汚染水対策】 

○ 島根原子力発電所において、汚染水対策を適切に実施させること。また、中国電力

株式会社に対し、その内容を具体的かつ分かりやすく説明するよう指導すること。 

○ 福島第一原子力発電所において、地下水が流れ込み、放射能汚染水として海等に流

出していることを踏まえ、原子力発電所敷地外への放射性物質の拡散を抑制するた

め、汚染水対策に万全を期すること。 

○ また、他の原子力事業者に対しても、事故時の地下水への対応、放射能汚染水の回

収、処理、貯蔵及び流出防止策等を確保させるとともに、原子炉等規制法に基づく

新規制基準、原子力災害対策特別措置法に基づく原子力事業者防災業務計画など法

的にも担保するよう措置すること。 

 

 

＜周辺地域の意見に基づいた原子力発電所の運用について＞ 

 

【原子力発電所の再稼働に当たって】 

○ 中国電力株式会社に対し、再稼働に向けての一連の手続きに際し、鳥取県、米子市

及び境港市に協議を行うことを始め、立地自治体と同等に対応するよう指導するこ

と。 

○ 中国電力株式会社に対し、島根原子力発電所の安全対策や原子力規制委員会の審査

状況等について、住民説明会を開催するとともに、鳥取県、米子市及び境港市に対

して分かりやすく丁寧な説明を行うよう指導すること。 

○ 中国電力株式会社に対し、県民の安全第一を旨とし、関係自治体など地元への正確

な情報提供、組織体制、訓練をはじめ原子力安全文化の醸成、自主的かつ主体的な

安全対策、周辺自治体の防災対策への協力など、万全な原子力安全対策を責任をも

って行うよう指導すること。 

○ 原子力発電所の再稼働の判断に当たっては、地域の安全を第一義とし、立地県のみ

ならず周辺地域の意見を聞くこと。また、安全対策の進ちょく状況等も踏まえ、国

が責任を持って判断し、国民に説明すること。 

○ 原子力発電所における安全対策の確保について、周辺地域の声が反映される法的な

仕組みを検討し、整備すること。 

 

【原子力防災体制の強化】 

○  中国電力株式会社に対し、万が一、原子力災害が発生した場合には周辺地域にも

被害が及ぶという実情及び国の原子力防災対策の見直し状況などを踏まえ、安全協

定の必要な見直しを迅速に行うよう指導すること。  



 

 

別紙２ 

 

中国電力株式会社に対応を求める事項 

 

 

１ 安全協定第６条に基づく事前報告の可否に関しては、今回最終的な意見を留保し、

当該事項に関する最終的な意見は、原子力規制委員会及び中国電力株式会社から審査

結果について説明を受け、県議会、県原子力防災専門家会議、米子市、境港市の意見

を聞いた上で提出する。 

 

２ 再稼働に向けての一連の手続に際し、鳥取県、米子市及び境港市に協議を行うこと

を始め、立地自治体と同等に対応すること。 

 

３ 島根原子力発電所の安全対策や原子力規制委員会の審査状況等について、住民説明

会を開催するとともに、鳥取県、米子市及び境港市に対して分かりやすく丁寧な説明

を行うこと。 

 

４ 汚染水対策を適切に実施すること。また、その内容を具体的かつ分かりやすく説明

すること。 

 

５ 宍道断層などの活断層評価を始め、地震・津波に関する継続的な調査・評価と最新

の知見を反映した適切な対応を行うこと。 

 

６ フィルタベントなどシビアアクシデント対策を適切に実施すること。また、その内

容を具体的かつ分かりやすく説明すること。 

 

７ 県民の安全第一を旨とし、関係自治体など地元への正確な情報提供、組織体制、訓

練を始め原子力安全文化の醸成、自主的かつ主体的な安全対策、周辺自治体の防災対

策への協力など、万全な原子力安全対策を責任をもって行うこと。 

 

 


